労働者派遣法の抜本改正を求める要請

２００９年　　月　　日

労働政策審議会　会　長　諏訪 康雄　殿
　同　労働力需給制度部会　部会長　清 家　篤　殿
所在地　　　
団体名　　　
代表者　　　
　冷酷・非情な派遣切りや雇用破壊に、国民的な怒りがひろがっています。この１年余の事態は、派遣労働者がいつでも切れる安上がりの労働力として常用雇用の代替とされ、使い捨てにされていることを如実に示しました。弱肉強食の「構造改革」路線を転換して雇用を守り、「貧困と格差」を解消することが必要です。

　今日の深刻な雇用破壊を招いた原因となっている「労働者派遣法」については、「臨時・一時的な業務に限定し、常用雇用の代替としてはならない」という原則に立ち戻って、一刻も早く抜本改正を断行することが必要です。

　労働政策審議会での真摯な議論を求め、下記のとおり要請します。

１．「臨時・一時的な業務に限定し、常用雇用の代替としてはならない」「間接雇用による身分と労働条件の不安定さを補うため、労働者保護法に変える」という観点にたって、労働者派遣法を早期に抜本改正してください。
２．改正に際してはこれまでの経緯を踏まえ、少なくとも以下の内容を盛り込んでください。

① 製造業への労働者派遣を禁止すること

② 雇用と生活を著しく不安定化させる登録型派遣を原則禁止すること

③ 期間制限違反など違法派遣・偽装請負の場合は、派遣先企業への直接雇用を義務づける「みなし雇用」規定を創設すること。法違反への罰則を強化すること

④ 派遣労働者と派遣先企業の労働者との均等待遇を義務づけること

⑤ 派遣労働者を組織する労働組合との団体交渉応諾を派遣先企業に義務づけること

私たちの要望・願い
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